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Ⅰ 総論





Ⅰ 新たな沖縄振興のための制度提言（中間報告）について

１ 制度提言（中間報告）に向けたこれまでの検討

沖縄振興計画に基づく事業を推進する高率補助制度、一括交付金制度、沖縄関係

税制及び政策金融などの特別な措置について、その根拠となる沖縄振興特別措置法

が令和４年３月末に期限を迎える。

令和４年度以降の本県の振興を進める上で、同法を延長し同法に基づく特別措置を

継続する必要がある一方で、沖縄を取り巻く社会経済の変化や県民ニーズの多様化、

技術の革新などを捉え、より効果的に事業を推進する制度とすることが求められている。

このため、沖縄２１世紀ビジョン基本計画等の総点検の結果や新沖縄発展戦略、沖

縄らしいSDGsを踏まえた検討を行い、拡充または創設が必要な157制度（再掲を除くと

118制度）を取りまとめたところである。

《沖縄２１世紀ビジョン基本計画等総点検》

沖縄県は、沖縄振興特別措置法等に基づく特別措置やこれまで展開してきた沖縄

振興策について検証を行い、令和２年３月に「沖縄２１世紀ビジョン基本計画等総点

検報告書」を取りまとめた。

【目標】
○本土との格差是正
○自立発展の基礎条件の整備

【目標】
○民間主導の自立型経済の構築
○フロンティア創造型の振興策

【主要な政策ツール】
○高率補助制度
○工業開発地区 等

【主要な政策ツール】
○高率補助制度
○経済特区 等

３次にわたる「沖縄振興開発計画」と「沖縄振興計画」、「沖縄２１世紀ビジョン基本計画」
による施策の積み重ね

これまでの沖縄振興（昭和47年度～令和３年度）

３次の沖縄振興開発計画
（昭和47年度～平成13年度）

沖縄振興計画
（平成14年度～平成23年度）

こ れ ま で の沖縄振興の取組 と成果

【目標】
○潤いと活力をもたらす沖縄らしい

優しい社会の構築
○日本と世界の架け橋となる強くし

なやかな自立型経済の構築

【主要な政策ツール】
○沖縄振興交付金制度
○高率補助制度 ○経済特区 等

沖縄２１世紀ビジョン基本計画
（平成24年度～令和３年度）

本土との格差の縮小、県民満足度の向上など、多方面において大きな成果

人口 S47：960千人→R元：1,454千人 (＋494千人、1.51倍) 名目GDP S47：4,592億円 → H29：44,140億円（＋39,548億円 9.6倍）

経済の基地依存度 S47：15.5％ → H29：6.6％ (約2/5、▲8.9ﾎﾟｲﾝﾄ）

情報通信産業 立地数 H10： 8社 → H30： 470社 （＋462社 58.8倍）

雇用者数 H10：1,007人 → H30：29,403人 (+28,396人 29.2倍）

入域観光客数 S47：44万人 → R元：1,016万人 （＋972万人、23.1倍)
社会資本整備 道路実延長 S47：4,392km → H28：8,084km （1.84倍）

水道水供給量（最大） S47：309千㎥ → H29：573千㎥ （1.85倍）

公営住宅(県・市町村計) S47：3,656戸 → H29:37,769戸 (10.3倍)

国が沖縄振興開発計画を策定 国が沖縄振興計画を策定 沖縄県が主体的に沖縄振興計画を策定

観光収入 S47：324億円 → H30：7,257億円 (＋6,933億円 22.4倍)

就業者数 S47：359千人→R元：726千人 (＋367千人、2.02倍)
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検証の結果、３次にわたる沖縄振興開発計画においては社会資本整備を中心とし

た格差是正を、その後の沖縄振興計画及び沖縄２１世紀ビジョン基本計画では民間

主導の自立型経済の構築を基本方向の一つとして施策の展開が図られ、成果を挙げ

ていることが示された。その一方で、県民所得の向上等は未だ十分ではなく、自立型

経済の構築はなお道半ばにあるとともに、離島の条件不利性、米軍基地問題などの

沖縄の特殊事情から派生する固有課題や子どもの貧困の問題、雇用の質の改善な

どの重要性を増した課題、新たに生じた課題も示されている。

《新沖縄発展戦略》

沖縄は、成長が期待されるアジアに近く、出生率も高い等の優位性と潜在力を有し

ている。これらの沖縄の有するポテンシャルを存分に発揮し、日本経済成長の牽引役

としての役割を果たしていくことが求められている。

また、新型コロナウイルス感染症の流行拡大に伴い甚大な影響を受けた県経済の

回復に向けて、中長期的な施策が必要となっている。

このため、中長期的な期間に耐えうる優先度の高い政策事項である「新沖縄発展

戦略：新たな振興計画に向けた提言」が、有識者から知事へ提言されている。

Ⅱ．日本経済再生のフロントランナー
１ フロンティアの形成と海外展開の加速

２ 新技術・イノベーションへの対応

３ ビジネスの実験場、規制緩和

４ スタートアップ企業の促進

５ 人手不足への対応（労働力の確保）

６ 人口減少対策

新たな振興計画の検討に向けた申し送り事項

Ⅰ．アジアのダイナミズムを取り込む臨空・臨港都
市の形成と県土構造の再編
１ 世界水準の拠点空港化

２ 港湾機能の強化

３ シームレスな陸上交通系の整備（交通渋滞対策）

４ 鉄軌道の導入

５ 駐留軍用地の跡地利用

６ 東海岸サンライズベルトの発展戦略

Ⅳ．誰一人取り残すことのない社会の構築と未
来を拓く人材育成
１ 離島・過疎地の振興

２ 子どもの貧困対策

３ 人材育成の促進

Ⅲ．ソフトパワーを生かした持続可能な発展
１ 観光産業の多様化と高付加価値化

２ 国際的なクルーズ拠点の形成

３ 海洋政策、ブルーエコノミー

４ 自然環境・生物多様性の国際拠点形成

５ 世界に誇れる環境モデル地域の形成

６ 首里城の復元・復興

《沖縄らしいSDGs》
また、本県は、令和元年度から「SDGsに関する万国津梁会議」を設置し、沖縄らし

いSDGsをテーマに検討を進めており、同年11月に知事を本部長とする沖縄県SDGs
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推進本部を設置し、その取組を推進している。

同会議が令和２年９月に作成した中間報告（２）において、沖縄でSDGsが採択され

る前から進めている「沖縄２１世紀ビジョン」で示した５つの将来像の実現に向けた取

り組みについて、これらの将来像はSDGsと同じバックキャスティングの発想に基づき

設定されていることが述べられている。さらに、この発想の下で進められてきた行政や

企業、教育機関等による活動、地域や市民組織、個人の実践も含めた取組はSDGsの
達成にも寄与することから、これらの取組の延長線上にSDGｓを取り入れることによっ

て、県民が目指す将来像の実現に、より確実に近づくと考えられるとしている。

また、同報告書において、沖縄におけるSDGsの基本理念として「平和を求めて時代

を切り拓き、世界と交流し、ともに支え合い誰一人取り残さない、持続可能な『美ら島』

おきなわの実現」が示されており、この基本理念の達成に向けた取組の柱として、次

の優先課題が設定されている。

この優先課題については、「Ⅱ 制度提言」において提言する各制度の「制度概要」

の欄に、該当する５つのＰ（Ｐ１～Ｐ５）と１２の課題（①～⑫）を青字で記載している。

《People 人間》
① 違いを認め合い、一人ひとりが大切にされ、あらゆる場面で活躍できる社会の実現（多様性の尊重、

個人の尊厳）

② 医療・福祉の充実、健康長寿と生きがい、子どもを貧困から守る子育てしやすい暮らし

③ 地域への誇りと夢・目標をもてる学びの確保、教育の充実

《Prosperity 繁栄》
④ 基幹産業として持続可能で責任ある観光（サステナブル／レスポンシブルツーリズム）の推進、観

光との連携・相乗効果等も活用した産業振興（農林水産業におけるブランド化等）、県経済の基盤と
なる安定的な雇用

⑤ 日本とアジア・太平洋の架け橋となる物流・情報・金融の拠点

⑥ 気候変動に適応する強靱なインフラと交通網の整備

《Planet 地球》
⑦ 多様な生物・生態系や自然遺産を含む自然に囲まれた環境の保全、エコアイランドの実現、自然と

調和したライフスタイル

《Peace 平和》

⑧ 基地から派生する諸問題の解決の促進、平和を希求する沖縄として世界平和への貢献・発信

⑨ 共助・共創型の安全・安心な社会の実現

《Partnership パートナーシップ》
⑩ ユイマール（相互扶助）の継承、人の和・地域の和

⑪ 地域・世代・分野・文化等を超えた多様な交流と連携

⑫ 世界の島しょ地域における技術・経験の共有と国際貢献・グローバルパートナーシップ

沖縄におけるSDGs推進の基本理念の達成に向けた
取組の柱として設定された「優先課題」

P1

P2

P3

P4

P5
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沖縄２１世紀ビジョン基本計画等総点検の結果

＜ 重要性を増した課題＞
• 子どもの貧困問題、児童虐待、女性の活躍推進

• 所得の県外流出、企業の労働生産性の低さ

• 環境対策（海岸漂着物、エネルギー等）

• 基地から派生する諸問題（環境汚染等）

• 社会基盤施設の老朽化

• 災害避難所の整備 等

○ 沖縄振興特別措置法に基づく特例措置は、沖縄が抱える特殊事情から生じる政策課題に対応するための
ものであることから、これらの政策課題が解消されるまでの間は継続が必要

○ 沖縄は、成長が見込まれるアジアに近く、出生率も高い等、優位性と潜在力を有しており、日本経済成
長の牽引役としての役割を発揮することで、我が国の利益に貢献

○ SDGsを推進し、新たな時代に対応した持続可能な沖縄振興を図ることで国家戦略の実現にも寄与

新 た な 沖 縄 振 興 に 向 け て

新沖縄発展戦略の新たな振興計画及び各種施策への融合

＜ 我が国及びアジア・太平洋地域の発展への貢献＞
Ⅰ アジアのダイナミズムを取り込む臨空・臨港都市の形成と県土構造の再編

Ⅱ 日本経済再生のフロントランナー

Ⅲ ソフトパワーを生かした持続可能な発展

Ⅳ 誰一人取り残すことのない社会の構築と未来を拓く人材育成
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＜ 自立型経済の構築は、なお道半ば＞
・ 一人当たり県民所得は全国の７割程度(H29)

沖縄：2,349千円 全国：3,164千円（74.2%）

・ 全国一低い正規雇用の割合(H29)
沖縄：56.9％ 全国：61.8％（▲4.9％）

※更に低い若年者（15歳～34歳）の正規雇用率：55.6％

• 低い大学への進学率と、高い高校中退率(H30.3)
大学等進学率：沖縄39.7％ 全国54.7％（▲15ﾎﾟｲﾝﾄ）
高校中退率：沖縄 2.0％ 全国 1.3％（全国の1.5倍）

• 過重な米軍基地負担（米軍専用施設等の７割が集中）
米軍専用施設の返還割合 沖縄：35% 本土：60%

・ 返還が予定される広大な駐留軍用地の再開発
嘉手納より南の返還予定の駐留軍用地：974ha

・ 離島における定住条件の整備、地域産業の振興 等

＜ 新たに生じた課題＞
• 首里城の復元・復興

• 離島・過疎地域における「関係人口」の拡大

• society5.0に向けた社会基盤の整備

• 企業・事業者の人材不足、事業承継

• 農林漁業者の所得向上、スマート農業への対応

• 人材育成のための地域連携プラットフォーム構築 等

２ 持続可能な新たな沖縄振興

沖縄県では、沖縄２１世紀ビジョン基本計画等総点検に示された課題や対策に、新

沖縄発展戦略に示された申し送り事項を融合することで、新たな新興計画のグランド

デザインを策定することとしている。また、新型コロナウイルス感染症の拡大が県経済

に甚大な影響を及ぼしたことを踏まえ、ウィズ・コロナからアフターコロナに向けた将来

を見通す中で、新しい生活様式に沿った振興策について検討を進めているところであ

る。

さらに、「沖縄らしいSDGs」の推進を図り、新たな時代に対応した持続可能な振興策

の展開を図るとともに、国家戦略の実現にも寄与することも目指している。

沖縄２１世紀ビジョンに示された県民が望む５つ将来像の実現と固有課題の克服に

向けて、新たな沖縄振興の効果的かつ効率的な展開を図るため、必要な制度を検討

した結果、次の「Ⅱ制度提言」に掲げる制度の拡充または創設が必要となっている。

4



３ 今後の検討スケジュール

今回取りまとめた制度提言（中間報告）は、ホームページ上で公表し県民意見を募

集するとともに、県内の経済団体及び市町村並びに国の関係省庁とも幅広く意見を

交わし、今後、国へ提言する内容の充実を図っていくこととしている。また、現時点で

掲載されていない制度についても、今後の議論等を踏まえ、幅広く検討を進めていくこ

ととしている。

これらの検討の結果を、令和３年４月に「新たな沖縄振興に必要な制度提言」として

取りまとめ、国へ提言する予定である。
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